
修正概要

様式集１の修正概要

No. 頁 修正 前 頁 修正 後

1

様式１－５－●

留意事項

・建設業務を行う企業の施工実績は、共同企業体の構成員としての実績（共同企

業体サブの実績は除く）にあっては、出資比率を必ず記入してください。

・建設業務を行う企業が複数ある場合は、企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて

作成し、様式Noに枝番を付加してください。（例　様式１－５－１）

様式１－５－●

留意事項

・建設業務を行う企業が複数ある場合は、企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成

し、様式Noに枝番を付加してください。（例　様式１－５－１）
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修正概要

基本協定書（案）の修正概要

No. 頁 修正 前 頁 修正 後

1 8

第７条

３　事業契約の締結までに、事業者のいずれかが次の各号の事由に該当するときは、

市は事業契約を締結しないことができるものとする。

（１）役員等（役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）を代表するものをいう。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する

団体（以下「暴力団」という。）の構成員（暴対法第２条第６号に規定するもの

（構成員とみなされる場合を含む。）。）、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、総会屋等、社会運動標ぼうゴロその他これらに準ずる者

（以下「暴力団構成員等」という。）であるとき。

（２）暴力団又は暴力団構成員等が経営に事実上参加していると認められるとき。

（３）暴力団又は暴力団構成員等に対して、資金的援助又は便宜供与をしたと認

められるとき。

（４）自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団又は暴力団構成員等を利用するなどしたと認められるとき。

（５）暴力団構成員等であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用している

と認められるとき。

（６）役員等又は使用人が個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正

の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団構成

員等を利用したとき、又は暴力団又は暴力団構成員等に資金援助若しくは便宜供

与をしたと認められるとき。

（７）役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団構成員等と密接な交際又は社会

的に非難される関係を有していると認められるとき。

（８）下請契約若しくは資材、原材料等の購入契約その他の契約に当たり、その相

手方が第１号から第７号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を

締結したと認められるとき。

（９）第１号から第７号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（第８号に該当する場合を除

く。）に、市からの当該契約解除の求めに従わなかったとき。

第７条

３　事業契約の締結までに、事業者のいずれかが次の各号の事由に該当するときは、市は事

業契約を締結しないことができるものとする。

（１）役員等（事業者が個人である場合にはその者を、事業者が法人である場合にはその

役員又はその支店の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団

員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められるとき。

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。

（６）下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第５号までのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

（７）事業者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約

の相手方としていた場合（第６号に該当する場合を除く。）に、市が事業者に対して当該

契約の解除を求め、事業者がこれに従わなかったとき。
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修正概要

基本契約書（案）の修正概要

No. 頁 修正 前 頁 修正 後

1 13

第37条

２　市は、事業者又は運営事業者のいずれかにおいて、次の各号のいずれかに該当す

る事由が発生したときは、事業契約の一部又は全てを解除することができる。

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）であると認められるとき。

（２）役員又はその使用人その他の従事者（以下「役員等」という。）が、暴力団

対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）、暴力団

員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、総会屋等、社会運動

標ぼうゴロその他これらに準ずる者（以下「暴力団構成員等」という。）であると認めら

れるとき。

（３）暴力団構成員等又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者

（以下「暴力団関係者」という。）が経営に実質的に関与していると認められるとき。

（４）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどの行為をし

たと認められるとき。

（５）役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

るとき。

（６）暴力団関係者であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用していると

認められるとき。

（７）役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団関係者と密接な交際又は社会的

に非難される関係を有していると認められるとき。

（８）下請負契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手

方が第１号から第７号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者との契約を

締結したと認められるとき。

（９）事業者又は運営事業者のいずれかが第１号から第７号までのいずれかに該

当する者を下請負契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方として

いた場合（第８号に該当する場合を除く。）に、市が事業者又は運営事業者に対し

て当該契約の解除を求め、事業者又は運営事業者がこれに従わなかったとき。

13

第37条

２　市は、事業者又は運営事業者のいずれかにおいて、次の各号のいずれかに該当する事

由が発生したときは、事業契約の一部又は全てを解除することができる。

（１）役員等（事業者又は運営事業者が個人である場合にはその者を、事業者又は運

営事業者が法人である場合にはその役員又はその支店の代表者をいう。以下この号において

同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）である

と認められるとき。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められるとき。

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。

（６）下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第５号までのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

（７）事業者又は運営事業者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請

契約その他の契約の相手方としていた場合（第６号に該当する場合を除く。）に、市が事

業者に対して当該契約の解除を求め、事業者がこれに従わなかったとき。
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修正概要

管理運営業務委託契約書（案）の修正概要

No. 頁 修正 前 頁 修正 後

1 14

第42条

２　市は、運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業が次の各号のいずれかに該

当するときは、本契約を解除することができる。この場合において、解除により運営事業

者に損害があっても、市はその損害の賠償の責めを負わないものとする。

（１）役員等（役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）を代表するものをいう。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する

団体（以下「暴力団」という。）の構成員（暴対法第２条第６号に規定するもの

（構成員とみなされる場合を含む。）。）、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、総会屋等、社会運動標ぼうゴロその他これらに準ずる者

（以下「暴力団構成員等」という。）であるとき。

（２）暴力団又は暴力団構成員等が経営に事実上参加していると認められるとき。

（３）暴力団又は暴力団構成員等に対して、資金的援助又は便宜供与をしたと認

められるとき。

（４）自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団又は暴力団構成員等を利用するなどしたと認められるとき。

（５）暴力団構成員等であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用している

と認められるとき。

（６）役員等又は使用人が個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正

の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団構成

員等を利用したとき、又は暴力団若しくは暴力団構成員等に資金援助若しくは便宜

供与をしたと認められるとき。

（７）役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団構成員等と密接な交際又は社

会的に非難される関係を有していると認められるとき。

（８）下請契約若しくは資材、原材料等の購入契約その他の契約に当たり、その相

手方が第１号から第７号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を

締結したと認められるとき。

（９）SPC構成員又はSPC協力企業が、第１号から第７号までのいずれかに該当

する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場

合（第８号に該当する場合を除く。）に、市が運営事業者に対して当該契約の解除

を求め、運営事業者がこれに従わなかったとき。

14

第42条

２　市は、運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業が次の各号のいずれかに該当する

ときは、本契約を解除することができる。この場合において、解除により運営事業者に損害が

あっても、市はその損害の賠償の責めを負わないものとする。

（１）役員等（運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業が個人である場合にはその

者を、運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業が法人である場合にはその役員又はそ

の支店の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下

この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められるとき。

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。

（６）下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第５号までのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

（７）運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業が、第１号から第５号までのいずれか

に該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場合（第６号に該当する場合を

除く。）に、市が運営事業者、SPC構成員又はSPC協力企業に対して当該契約の解除を

求め、事業者がこれに従わなかったとき。
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